
女性活躍推進法に基づく情報の公表 

令和８年 4月 1日現在 

 

１． 女性職員の割合 

全 職 員 女 性 職 員 女性職員比率 

105名 37名 35.2% 

２． 管理職に占める女性職員の割合 

管 理 職 女性管理職 女性管理職比率 

18名 3名 16.7% 

３．男女の賃金の差異 

職 員 全 体 正 職 員 嘱託職員 臨時職員 

82.1% 86.6% 95.3% 女性職員のみ 

※ 対象期間：令和 7年度（令和 7年 4月 1 日～令和 8年 3月 31 日）、 賃金：退職給与･通勤手当

等を除く、 嘱託･臨時職員：期間の定めのある契約を締結している者 

※ 対象職員の平均賃金の比較であり、勤続年数･職位･学歴等が同じ男女間の給料差異は 92.1%～

100%で、差異の理由は休職期間があったことなどによるもの 

※ 正職員の賃金差異は、育児に係る時間休業を取得する女性職員が増えていること、住居手当や扶養

手当の受給者が男性職員に多いことなどによる 

４．男女別の育児休業取得率 

 対象者数 取得者数 取得率 

男 性 4名 2名 50% 

女 性 1名 1名 100% 

※ 対象期間：令和 7年度（令和 7年 4月 1 日～令和 8年 3月 31日）、 対象者：令和 7年度に子

の出生があった職員 

５．有給休暇取得率 

職 員 全 体 正 職 員 嘱託･臨時職員 

81.2% 78.2% 100.7% 

※ 対象期間：令和 7年度（令和 7年 4月 1 日～令和 8年 3月 31 日） 

※ 取得率が 100％を超えるのは、当年度付与日数に加え、前年度繰越し分も消化したため 


